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今、知財ライセンス業務に「AI革命」が起きている

2025年は知財ライセンス業務における生成AI活用の転換点となった。契約書レビューの自動化、特許分析の高速化、ライセンス交渉支援な

など、AIは業務の根幹を変えつつある。

第1世代 （検索・要約）
文書検索・要約・翻訳の自動化

代表ツール：ChatGPT、Copilot

第2世代
（コパイロット）

契約レビュー・特許調査・明細書作成支援

代表ツール：LegalOn、AI Samurai

第3世代
（エージェント）

自律的な交渉・マルチエージェント協調

代表ツール：Luminance、Patlytics

「人間が作業する時代」から「人間がAIを指揮する時代」へ。

知財専門家の役割が根本的に変わりつつある。



日本の知財部門のAI導入率は5カ国中最下位 ─ 14%という現実

PwC日本グループ「生成AIに関する実態調査2025春（5カ国比較）」によれば、日本の法務・知財部門のAI導入率はわずか14%で、調査対象5

カ国（日本・米国・英国・ドイツ・中国）の中で最下位となっている。

社内格差が拡大している。IT部門やマーケティング部門が急速にAI活用を進める一方、法務・知財部門の遅れは際立っており、このまま放置すれば部

門間の生産性格差はさらに広がる。



米国は「エージェント時代」へ ─ 投資規模と技術水準で圧倒

米国では知財特化型AIへの投資が急拡大し、自律型エージェントの実用化が進んでいる。日本との格差は導入率だけでなく、技術の深度と

投資規模においても顕著である。

Harvey AI

調達額・評価額

評価額約1.1兆円

法律文書全般の生成・分析

Am Law 100（全米トップ100法律事務所）の50%以上

が利用。法律専門家向けに特化して設計された直感

的なUIを持つ。

Patlytics

調達額・評価額

累計調達 6,500万ドル

(2026年4月時点)

特許ライフサイクル全体をAI化

特許法に特化したAIプラットフォーム。Am Law 100

の40%以上を顧客に抱え、特許分析の自動化を推進

。

Luminance

主な機能・実績

自律型交渉システム実用化

人間不介入でAI同士が契約交渉

契約書の読解から修正案の送付、相手方の変更への

対応までをAIが自律的に実行。80言語に対応。

Thomson Reuters調査では、米国法務業界の85%がAI活用可能と認識。

日本との意識・実態のギャップは極めて大きい。



日本 vs. 米国 ─ 知財AI活用の全体像比較

日米の格差は「導入率」だけでなく、規制環境・投資・技術・人材の全領域にわたる構造的な問題である。

比較軸 米国 日本 格差

法務・知財AI導入率 約25〜40% 14%（最下位） ★★★

知財特化AIへの投資 数十億ドル規模 数百億円規模 ★★★★

AIの活用フェーズ 自律型エージェント コパイロット段階 ★★★

法規制・ガイドライン ABA意見書＋30州以上 法務省ガイドライン（限定的） ★★

AI発明者の取り扱い USPTO改訂ガイダンス発出済 立法措置を検討中 ★★

学習データ基盤 Westlaw/LexisNexis等 限定的・サイロ化 ★★★



課題①：弁護士法72条と法規制の不確実性が最大の障壁

1949年制定の弁護士法第72条（非弁行為の禁止）が、知財ライセンス業務へのAI活用を阻む最大の法的障壁となっている。

問題の構造

生成AIがライセンス契約の交渉支援・条項修正案を提示する行為が「

法律事件に関する鑑定その他の法律事務」に該当するリスクが払拭さ

れていない。

2023年8月の法務省ガイドラインは契約レビューに限定的に対応したが

、知財ライセンス交渉への適用は依然グレーゾーンである。

AI発明者問題も未解決

• 2025年1月：知財高裁が「自然人のみが発明者」と判示

• 特許庁は法改正を含む検討中

※ 米国USPTOは2025年11月に改訂ガイダンスを発出済

「法的グレーゾーンが、企業知財部とリーガルテックベンダー双方の積極的なAI投資を躊躇させている」



課題②：機密情報漏洩リスクと「シャドウAI」問題

知財部門は企業の最重要機密（未公開発明・ライセンス戦略）を扱う。AI導入に際して、セキュリティへの懸念が最大の心理的障壁となっ

ている。

知財部門のAI導入を阻む主要因（PwC調査）

データセキュリティ・プライバシーへの懸念 76%

専門知識・スキルの不足 75%

AI出力の信頼性・精度への不安 68%

「シャドウAI」の深刻なリスク

会社が許可していない個人の生成AIアカウントで業務データを入力

する行為（シャドウAI）は、機密情報の外部漏洩リスクを生む。

皮肉なことに、AIを「禁止」する企業ほどシャドウAIが蔓延し

やすい。

禁止ではなく「安全に使える公式環境の提供」が解決策となる

。



課題③：「知財×AI」ハイブリッド人材が存在しない

AIを知財ライセンス業務に統合するには、知財法・実務の専門知識とAI技術の双方を理解する人材が不可欠だが、日本にはこの人材がほぼ

存在しない。

弁理士・特許技術者

特許法・商標法・ライセンス実務

技術的専門知識

プロンプトエンジニアリング

AIツールの選定・評価

ハルシネーション検証スキル

AI・データサイエンティスト

LLM・エージェント技術

データ分析・モデル評価

知財法の理解

ライセンス交渉の実務

特許クレームの解釈

交わることのないスキルセット

日本の弁理士数は約11,000人。米国の特許弁護士・エージェントは約4万人。

規模の差に加え、AIリテラシー教育の制度的整備でも大きく遅れをとっている。



課題④：日本語データ基盤の脆弱性と市場規模の制約

グローバルな最先端AIモデルは英語の法的文書で訓練されており、日本語の法律用語・商慣行への対応が不十分である。

データ基盤の問題点

• 判例・ライセンス契約データが企業内にサイロ化

• 業界横断的なデータ共有・機械可読化が未整備

米国： Westlaw・LexisNexisが膨大な法律データベースをAI訓練に提

供

日本： J-PlatPatは特許データとして優秀だが、ライセンス契約デー

タは非公開

市場規模の制約

日本語市場の規模が英語圏に比べて小さいため、日本語特

化型の知財AIツール開発のROI（投資対効果）が低く、国内

スタートアップの参入が限られている。

言語の壁と市場規模の壁が二重の障壁となり、グローバルなAI

進化の恩恵を直接受けにくい構造的な弱点となっている。



対応策①：規制の明確化とアジャイルなガバナンス構築

短期（2026〜2027年）に実施すべき制度整備

弁護士法72条の

アップデート

法務省・日弁連が、生成AIによる知財ライセンス業務支援の適法範囲を明確化した詳細ガイドラインを策定す

る。

「法的判断の提示はNG、情報提供・整理はOK」という境界線の明確化が急務。

AI発明者問題の

早期立法

特許庁は、AI支援発明の保護に関する法改正を加速させ、国際的調和（USPTO・EPO）を図りながら、イノベーション

を促進する明確な基準を提示する。

「ライトタッチ規制」の

堅持
2025年9月施行のAI推進法に基づき、過度な規制による萎縮を防ぎ、ガイドラインベースの柔軟なガバナンスを定

着させる。



対応策②：セキュアなAI環境の整備でシャドウAIを根絶

企業が今すぐ取り組むべき3ステップ

1 公式AI環境の提供

入力データがAI学習に利用されない

エンタープライズ版の生成AI環境（

Microsoft Azure OpenAI、Google Vertex 

AI等）または閉域網で稼働するロー

カルLLMを導入し、従業員に公式ツー

ルを提供する。

2 利用ルールの明文化

「何をAIに入力してよいか（禁止か

）」「出力結果のファクトチェック

は誰が行うか」「ログをどう保存す

るか」を定めた社内ガイドラインを

策定する。

3 ガバナンス体制の確立

AI利用のログ管理・監査体制を整備

し、知財部門のAI活用を経営レベル

で可視化・管理する。



対応策③：「AIオーケストレーター」としての知財人材を育成する

知財専門家の役割は「自ら文書を作成する人」から「AIを指揮・検証・戦略的に活用する人」へと変化する。この変化に対応した人材育成が

急務である。

求められる新スキルセット

従来のスキル AIオーケストレーターのスキル

明細書・契約書の起草 プロンプト設計・AI出力の編集・検証

先行技術調査（手動） AI検索ツールの活用・結果の戦略的解釈

ライセンス条件の交渉 AIが提示する条件案の評価・最終判断

法令・判例の調査 AI要約の正確性検証・法的リスク判断

具体的な育成施策

日本弁理士会の継続研修にAI活用スキルを必修化

大学・大学院に「知財×AI」融合カリキュラムを整備

企業内での「AI活用スキルマップ」策定と段階的研修の実施



対応策④：知財データ基盤と国産リーガルテックエコシステムの構築

中長期（2027〜2030年）の構造的変革

1
業界横断データ共有コンソーシアムの設立

企業間で非競争領域の契約ひな形・匿名化ライセンス交渉データを共有するプラットフォームを構築し、国産AIモデルの学習データとして活

用する。特許庁・経産省が主導する官民連携が鍵となる。

2
「知的財産推進計画2025」の具現化

政府が掲げる「IPトランスフォーメーション」と「AI学習コンテンツに係るライセンス市場の形成」を推進し、AI開発者と権利者が適正な対

価を循環させるエコシステムを構築する。

3
国産知財AIスタートアップへの重点投資

日本の法制度・商慣行に精通した国産知財特化型AIスタートアップに対し、官民ファンド等を通じた重点的な投資支援を行い、グローバル

競争力を持つプレイヤーを育成する。



対応策のロードマップ ─ 産学官連携による3段階の変革

短期（2026〜2027年）

基盤整備フェーズ

弁護士法72条ガイドライン整備（法務省

・日弁連）

AI発明者問題の立法措置（特許庁）

企業内セキュアAI環境の導入・利用ルー

ル策定

弁理士向けAIリテラシー研修の開始

中期（2027〜2029年）

エコシステム構築フェーズ

知財ライセンスAI研究コンソーシアムの

設立

業界横断データ共有プラットフォームの

構築

「知財×AI」融合カリキュラムの大学導入

国産知財AIスタートアップへの官民投資

促進

長期（2029年以降）

AI-Firstフェーズ

知財ライセンス業務の「AI-First」設計の

標準化

日本版知財AIエージェントの実用化

国際的なAI知財標準化（WIPO・JPO・

USPTO・EPO連携）



日本の知財AI活用 ─ 成功事例の全体像

「遅れている」とされる日本でも、先行企業・スタートアップが業務特化型AIで具体的な成果を上げ始めている。以下は代表的な8事例の概要である。

特許調査・分析

三井化学

80% 削減

化学特化の生成AI特許チャットで特許調査・新

規用途探索の業務時間を大幅短縮

特許出願支援

Tokkyo.Ai
（生成AI Plus）

90% 削減

出願依頼文の作成時間を15時間→1〜2時間以内

に短縮（ChatGPT-4o実装）

休眠特許収益化

AI Samurai
（TTDC子会社）

NPE型
生成AIで休眠特許を自動評価し、海外企業への

ライセンス交渉を代行（2025年12月開始）

特許検索基盤

パナソニック・

富士通・三菱電機

3社共同

AI意味検索で数千件の特許公報から類似技術を

高精度抽出（PatentSQUARE等に実装）

商標調査

弁理士法人

Toreru

数十倍 効率化

独自AIシステムで商標調査を数十倍効率化。月

650件超の出願代理を少人数で実現

商標クリアランス

Cotobox

1/3 に削減

AI商標検索で業務負担を約1/3に削減。約半年

で100社近い新規顧客を獲得

契約管理・ライセンス

MNTSQ
（ENEOS導入）

AI Agent
AIエージェントが初期法律分析・過去案件リサ

ーチを自動化。低リスク案件は事業部が自己解

決

契約レビュー

LegalOn
Technologies

AI Agent
企業特化「プレイブック」機能でAIエージェン

トが契約審査を自動化。米国市場にも展開

共通の成功要因 汎用AIではなく業務特化の独自システム開発 特定業務への集中（全社一斉展開を避ける） 知財・法務の専門知識とAI技術の融合 実証実験→部門導入→全



成功事例詳細①─ 特許調査・出願支援・収益化の自動化 CASE STUDY

特許調査・分析／ 化学メーカー

三井化学株式会社

80 % 業務時間削減

BEFORE

専門家による手作業。

化学構造式・表データ

の解析に多大な時間

AFTER

化学特化の独自生成AI
チャットで特許調査・

新規用途探索を自動化

化学分野特有の構造式・表形式データを理解できる独自AI

を開発。①特許分析、②新規用途探索、③営業支援の3

機能を搭載。2024年度内に実証実験を完了し、2025年度か

ら社内本格運用を開始。

教訓 汎用LLMではなく化学ドメイン特化モデルを構築し

たことが高精度の鍵

特許出願支援／リーガルテック

Tokkyo.Ai（生成AI Plus）

90 % 作業時間削減

BEFORE

出願依頼文の作成＋簡

易特許調査に約15時間

を要していた

AFTER

ChatGPT-4o実装のAIで1
〜2時間以内に完了

類似特許を参照しながら出願依頼文を自動生成するSaaS。

ある企業の知財部が導入し、従来比90%近い時間削減を達

成。「AI特許作成」機能では要約・請求項・明細書の3点セ

ットを約3分で出力。

教訓 類似特許参照機能を組み込むことで、単純なLLM生

成より精度と実用性が大幅向上

休眠特許収益化／ トヨタグループ

AI Samurai（TTDC子会社）

7割 が休眠特許

課題

日本企業の特許の約7割
が休眠状態。維持コス

トだけが発生

解決策

生成AIで自動評価→価値

ある特許を抽出→海外

企業へライセンス交渉

代行

2025年12月開始の新サービス。顧客特許と類似特許・公開

情報を生成AIが分析し、権利行使可能な特許と対象企業を

特定。NPE（Non-Practicing Entity）型でライセンス収益を日

本企業に還元。2026年に1億円の売上目標。

教訓 知財AIは「コスト削減」だけでなく「収益創出」の

ツールになり得る



成功事例詳細②─ 商標・契約・ライセンス業務のAI化 CASE STUDY

商標調査・特許明細書／弁理士法人

弁理士法人 Toreru 数十倍
商標調査の効率化

独自の商標調査AIシステムを開発し、質を担保したまま数十倍の効率化を実現。2025年6月には

月650件超の商標出願代理を少人数で達成。さらにAIエージェントにより特許明細書を10分で

作成するプロトタイプも開発。ブラウザ版AIではなく独自システム構築が劇的効率化の鍵。

教訓 プロンプト共有・多段階処理・改善サイクルを実現する独自システム開発が不可欠

商標クリアランス／リーガルテック

Cotobox株式会社 1/3
業務負担を削減

AI商標検索サービスにより、商標登録情報の検索・まとめ作業を自動化し業務負担を約3分の1

に削減。弁理士を介さずに商標クリアランス調査が可能なため、コスト削減にも直結。サー

ビス開始から約半年で100社近い新規顧客を獲得するビジネス成果も達成。

教訓 専門家の敷居を下げるAIは、新規顧客層の開拓という市場拡大効果をもたらす

契約管理・ライセンス／ ENEOS導入

MNTSQ（モンテスキュー） AI
Agent実装

ENEOSが「MNTSQ for Enterprise」を導入し、全社的な契約管理の一元化と電子帳簿保存法対応の

自動化を推進。2026年3月にはAIエージェントを実装し、過去案件リサーチ・初期法律分析・

情報抽出を自動化。低リスク案件は事業部が自己解決できる仕組みを構築し、法務部門の負荷

を大幅軽減。

教訓 AIエージェントによるリスク振り分けで、法務専門家は高リスク案件に集中できる

契約審査・法務AI ／グローバル展開

LegalOn Technologies 75%
AI活用が前年比増

「LegalOn Cloud」に企業特化の「プレイブック」機能を実装し、AIエージェントが契約審査を

自動化。2025年に法律情報DB「Legalscape」と連携し、法的根拠を参照しながらのレビュー

を実現。米国市場にも進出し、グローバルな法務AIプラットフォームとして成長。契約AI活用

は前年比75%増。

教訓 弁護士の法務知見をAIに実装した「プレイブック」が、単なる汎用AIとの差別化要因



結論 ─ 「導入するか否か」ではなく「いかに速く統合するか」

現状認識

日本の知財部門のAI導入率14%（5カ国最下位）は、グローバル競争において致命的な遅れにつながりかねない。しかし、2025〜2026年の法制度整

備と国産ツールの進化は、この状況を打破する転換点となりうる。

行動指針

1 企業：リスクを恐れてAIを禁止するのではなく、安全に使える環境を整備し、AIを「経営変革の中核」として位置づける

2 政府・規制当局：AI技術の進化スピードに合わせたアジャイルな法整備と明確なガイドラインの提供

3 職能団体（日本弁理士会等）：AIオーケストレーターとしての知財人材育成を業界全体で推進

4 産学官連携：データ基盤の整備と国産リーガルテックエコシステムの構築

「知財の専門家がAIエージェントを指揮する時代」に備えることが、

日本の知財競争力の未来を決める。



参考資料

主要データ出典

PwC Japanグループ「生成AIに関する実態調査2025春 5カ国比較」（2025年）

Thomson Reuters「2025 State of the Legal Market」（2025年）

Business Wire「Patlytics Raises $40 Million Series B」（2026年4月）

法務省「AI等を用いた契約書等関連業務支援サービスの提供と弁護士法第72条との関係について」（2023年8月）

内閣府「知的財産推進計画2025」（2025年8月）

Federal Register「Revised Inventorship Guidance for AI-Assisted Inventions」（2025年11月）

IAM「Japan: AI and extraterritoriality dominate patent landscape」（2025年）

MNTSQ「AIエージェント実装に関するプレスリリース」（2025年9月）

LegalOn Technologies「Series E調達発表」（2025年7月）


